
別添様式
総括表（その１）

府　省　名 国土交通省

廃止 民営化
官民競争入札等
の適用

他法人等への
移管・一体的実施

その他

資産債務型（事業用）
療護施設の設置・
運営

・療護施設で得られた知見・成果を他
の医療機関等において最大限活用す
る観点から、専門的診療・看護体制と
高度先進医療機器を活用した治療・看
護技術の開発・普及を図るため、研究
成果の公表や部外医師・看護師等に対
する研修を実施する。
・自己収入増加の観点から、療護施設
が保有する高度先進医療機器につい
て外部検査を積極的に受け入れる。
（各類型共通）
・一般管理費（人件費、公租公課等の
所要額計上を必要とする経費及び特殊
要因により増減する経費を除く。）につ
いて、平成２３年度において、平成１８
年度比で１５％程度に相当する額を削
減する。
・業務経費（人件費、公租公課等の所
要額計上を必要とする経費及び特殊要
因により増減する経費を除く。）につい
て、平成２３年度において、平成１８年
度比で１０％程度に相当する額を削減
する。

特定事業執行型（試
験・教育・研修・指導
型）

安全指導、自動車
アセスメント

(安全指導）
・IT化等による業務の効率化による経
費節減を図りつつ、積極的なＰＲ活動，
地方運輸局等との連携強化により、受
講者・受診者数の拡大を図る。（指導講
習　850人以上、適性診断 11,300人以
上の増加）
・また、義務講習・義務診断の受益者に
よる実費負担を目指しつつ、自己収入
比率について、平成２３年度までに５
０％以上に引き上げる。
（自動車アセスメント）
・ホームページの改善等により、アクセ
スしやすい、分かりやすい情報提供を
行うとともに、実事故との相関を分析
し、試験内容や評価方法の改善を図
る。

独  立  行  政  法  人  の  整  理  合  理  化  案

事務・事業名法人名
組織の見直しに係る具体的措置

独立行政法人自動車
事故対策機構

類型名（区分）

業務量が比較的少ない支所につ
いて業務を近隣の支所や主管支
所と一体的に行うなど業務の集約
化を図りつつ、主管支所及び支所
ごとの業務実態に応じた要員配
置を行う。

事務・事業の見直しに係る具体的措置



特定事業執行型（そ
の他(医療・福祉・検
査・審査型)）

療護施設の設置・
運営（再掲）、介護
料支給

・介護料支給については、重度後遺障
害者の専門的治療や看護を受けられる
機会を確保するため、介護料支給対象
品目の見直しを行ったが、引き続き、重
度後遺障害者とその家族の方からの
改善の要望等を聞きながら、必要に応
じ、適宜見直しを行う。
・交通事故被害者や家族に対し、必要・
十分な心のケアを行うことができる環境
を整備するため、全国の相談窓口機能
を充実するとともに、コールセンターの
設置や各種の情報提供を行うなど、交
通事故の被害者等に対する相談体制
や情報提供の更なる充実を図る。

政策金融型 生活資金貸付

・生活資金貸付業務については、人件
費、債権回収経費等のコスト要因を分
析するとともに、それを踏まえた業務運
営等の見直しにより、更なるコスト削減
を図る。



　 法人名 府省名

沿革

　

法定数 非常勤（実員）

６人 ０人 ３３４人

　 平成17年度 平成19年度 平成20年度（要求）

0 0 0

13,114 12,070 12,229

13,114 12,070 12,229

9,005 8,429 8,501

830 510 487

3,280 3,132 3,241

平成17年度 平成19年度 平成20年度（要求）

　 14,920 14,112 15,480

　

平成17年度 平成19年度（見込み） 平成20年度（見込み）

　 11,934 13,152 13,108

運営費交付金債務残高(17･18年度）
（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度

3,450 0

独立行政法人の整理合理化案様式

支出予算額の推移（17～20年度）
（単位：百万円）

利益剰余金（又は繰越欠損金の推移）
(17･18年度）

平成17年度 平成18年度

161 5,007

計

国からの財政
支出額の推移
（17～20年
度）
（単位：百万円）

行政サービス実施コストの推移（17～20年度）
（単位：百万円）

　うち運営費交付金

　うち施設整備費等補助金

　うちその他の補助金等

総括表（その２-

年度

一般会計

特別会計

独立行政法人自動車事故対策機構

昭和48年12月　自動車事故対策センター設立
平成15年10月　独立行政法人自動車事故対策機構に移行

役員数

役職員数（監事を除く。）及び職員数
（平成19年1月1日現在）

国土交通省

常勤（実員）

14,594

平成18年度

11,520

平成18年度

(平成１７年度）
・運営費交付金の対象となっていない貸付業務勘定に係る貸倒引当金戻入、国債等有価証券の受取利息等の収益
（平成１８年度）
・中期目標期間の最終事業年度であることから、独立行政法人会計基準第８０第３項の規定に基づき、運営費交付金債務残高の
全額を収益化したことによるもの（4,790百万円）
・運営費交付金の対象となっていない貸付業務勘定に係る貸倒引当金戻入、国債等有価証券の受取利息等の収益（217百万円）

上記剰余金の残高は、適切な会計処理によるものであり、今後も適切な利益剰余金の処理を行っていくこととする。

職員数（実員）

8,689

830

3,369

12,888

６人

平成18年度

0

12,888

発生要因

見直し案



　

　

・一般管理費（退職手当及び法定福利費を除く）の削減状況について、平成14年度比で10％程度に相当する額の削減目標に対し
て、12.4％削減と目標を上回って達成している。
・指導講習及び適性診断業務の自己収入比率について、指導講習について35％以上、適性診断については35％以上に引き上げ
る目標に対して、それぞれ38.8％（指導講習）、42.8％（適性診断）と目標を上回って達成している。
・療護センターの既存病床の運営経費については、看護師配置数の段階的削減、建物管理業務等にかかる業務委託の見直し、
外部受託検査件数の増加等により、平成１４年度比で４％程度に相当する額の節減目標に対して、１３．７％節減と目標を上回っ
て達成している。
・交通遺児等貸付について、リスク管理及び引当金の開示を適切に行い、債権回収経費を平成１４年度比で２０％程度に相当する
額を削減しつつ、債権回収率９０％以上を確保するとする目標に対して、平成１８年度は削減率２９．４％、回収率９０．９％としてお
り、目標を上回って達成している。
・自動車のアセスメントの試験毎の１台当たりの試験実施費について、平成１４年度比で４％程度に相当する額を削減する目標に
対して、ブレーキ試験で４．３％、その他の試験で５．６％～１３．７％削減しており、目標を上回って達成している。

見直しに伴う行政サービス実施コストの改善内
容及び見込額（単位：百万円）

中期目標の達成状況（業務運営の効率化に関す
る事項等）（平成18年度実績）

・指導講習及び適性診断業務の効率化と自己収入の向上：２５１
・「行政改革の重要方針」（平成17年12月閣議決定）等を踏まえた人件費の削減：１９９
・一般管理費の削減：６２
・業務経費（既定分）の削減：５０２



札幌主管支所 釧路支所 旭川支所

所在地 札幌市中央区南8条西15丁目 釧路市鳥取大通6-1-1 旭川市流通団地2条4丁目32-1

職員数 11 4 4
・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

245
(△0)

89
(△0)

89
(△0)

370
(46)

134
(17)

134
(17)

仙台主管支所 岩手支所 青森支所

所在地 仙台市青葉区二日町6-12 盛岡市中ノ橋通1-4-22 青森市大字浜田字豊田139-21

職員数 11 4 4
・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

245
(△0)

89
(△0)

89
(△0)

370
(46)

134
(17)

134
(17)

山形支所 新潟主管支所 長野支所

所在地 山形市城南町1-1-1 新潟市中央区新光町6-4 長野市南県町1081

職員数 4 11 4
・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

245
(△0)

89
(△0)

134
(17)

370
(46)

134
(17)

石川支所 東京主管支所 神奈川支所

所在地 金沢市広岡3-1-1 墨田区錦糸1-2-1 横浜市港北区新横浜2-11-1

職員数 4 17 6
・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

20年度
予算要
求額
（百万
円）

4

支部・事業所等の名称 秋田支所

秋田市八橋大畑2-12-53

4

20年度
予算要
求額
（百万
円）

支部・事業所等で行う事務・事
業名

支部・事業所等の名称

支部・事業所等で行う事務・事
業名

・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

134
(17)

支部・事業所等で行う事務・事
業名

・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

134
(17)

総括表（その２-２）

函館支所

函館市五稜郭町1-13

支部・事業所等の名称 富山支所

富山市桜町1-1-36

4

支部・事業所等で行う事務・事
業名

・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

134
(17)

20年度
予算要
求額
（百万
円）

支部・事業所等の名称 福島支所

福島市栄町7-33

4

国からの財政支出
（対１９年度当初予算増

減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算増

減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算増

減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算増

減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算増

減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算増

減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算増

減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算増

減額）



89
(△0)

378
(△1)

134
(△0)

134
(17)

571
(71)

202
(25)

千葉支所 茨城支所 群馬支所

所在地 千葉市美浜区中瀬2-6 水戸市泉町3-1-28 高崎市問屋町4-5-4

職員数 4 4 4
・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

89
(△0)

89
(△0)

134
(17)

134
(17)

134
(17)

栃木支所 名古屋主管支所 静岡支所

所在地 宇都宮市駒生町1288-2 名古屋市中村区名駅3-21-7 静岡市葵区宮前町24-2

職員数 4 13 4
・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

289
(△1)

89
(△0)

134
(17)

437
(54)

134
(17)

岐阜支所 福井支所 大阪主管支所

所在地 岐阜市金町4-30 福井市大手3-2-1 大阪市中央区常盤町2-2-5

職員数 4 4 15
・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

89
(△0)

334
(△1)

134
(17)

134
(17)

504
(63)

京都支所 滋賀支所 奈良支所

所在地 京都市伏見区竹田向代町51-5 守山市木浜町2298-4 奈良市三条町487

職員数 4 4 4

支部・事業所
等

20年度
予算要
求額
（百万
円）

20年度
予算要
求額
（百万
円）

20年度
予算要
求額
（百万
円）

支部・事業所等の名称

89
(△0)

134
(17)

支部・事業所等で行う事務・事
業名

20年度
予算要
求額
（百万
円）

89
(△0)

134
(17)

埼玉支所

さいたま市浦和区仲町3-12-6

4

支部・事業所等で行う事務・事
業名

・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

134
(17)

支部・事業所等の名称 山梨支所

山梨県笛吹市石和町唐柏
1000-7

4

支部・事業所等で行う事務・事
業名

・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

134
(17)

支部・事業所等の名称 三重支所

四日市市諏訪町4-5

4
・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

支部・事業所等の名称 兵庫支所

神戸市中央区海岸通り2-3-10

4

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）



・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

89
(△0)

89
(△0)

134
(17)

134
(17)

134
(17)

和歌山支所 鳥取支所 島根支所

所在地 和歌山市13番丁30 鳥取市丸山町219-1 松江市母衣町55

職員数 4 4 4

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

89
(△0)

89
(△0)

134
(17)

134
(17)

134
(17)

岡山支所 高松主管支所 徳島支所

所在地 岡山市青江1-22-33 高松市福岡町3-3-6 徳島市北田宮2-14-50

職員数 4 10 4
・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

223
(△0)

89
(△0)

134
(17)

336
(42)

134
(17)

愛媛支所 福岡主管支所 佐賀支所

所在地 松山市南江戸1-6-3 福岡市博多区博多駅東3-10-17 佐賀市中の小路4-30

職員数 4 13 4
・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

289
(△1)

89
(△0)

134
(17)

437
(54)

134
(17)

支部・事業所等で行う事務・事
業名

・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

20年度
予算要
求額
（百万
円）

89
(△0)

134
(17)

支部・事業所等の名称 高知支所

高知市南の丸町5-17

4

支部・事業所等で行う事務・事
業名

・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

20年度
予算要
求額
（百万
円）

89
(△0)

134
(17)

支部・事業所等の名称 山口支所

山口市大字吉敷3236-1

4

支部・事業所等で行う事務・事
業名

・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

20年度
予算要
求額
（百万
円）

245
(△0)

370
(46)

支部・事業所等の名称 広島主管支所

広島市西区観音新町2-4-25

11

支部・事業所等で行う事務・事
業名

・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

20年度
予算要
求額
（百万
円）

89
(△0)

134
(17)

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）



長崎支所 大分支所 宮崎支所

所在地 長崎市五島町1-21 大分市中央町1-1-3 宮崎市恒久1-7-21

職員数 4 4 4
・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

89
(△0)

89
(△0)

134
(17)

134
(17)

134
(17)

鹿児島支所   

所在地 鹿児島市新屋敷町16-401  

職員数 4  
・自動車事故防止事業（運行管理者等
指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

89
(△0)

 

134
(17)

 

 

支部・事業所等で行う事務・事
業名

・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

20年度
予算要
求額
（百万
円）

89
(△0)

134
(17)

支部・事業所等の名称 沖縄支所

那覇市前島2-21-13

4

支部・事業所等で行う事務・事
業名

・自動車事故防止事業（運行管理者
等指導講習業務、適性診断業務）
・被害者保護事業（貸付業務、介護料
支給業務）

20年度
予算要
求額
（百万
円）

89
(△0)

134
(17)

支部・事業所等の名称 熊本支所

熊本市花畑町1-7

4

※　主管支所・支所ごとに要求を行っていないため、下記の方法により算出を行った。

 　　 （計算式）　 ①×本部・支所の職員数／（Ａ＋Ｂ）＝本部・支所の財政支出額等

財政支出等の合計金額（①）に対し、各業務に係る本部の人員（A）に支所等の職員数（B）を加えた合計人数のうちの当該本部・支所の人数割合を乗じて
算出している。

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）



＜事務・事業関係＞

資産債務型 特定事業執行型 特定事業執行型 政策金融型

療護施設の設置・運営 安全指導・自動車アセスメント 療護施設の設置・運営（再掲）、介護料支給 生活資金貸付

交通事故による重度後遺障害者専門の療護施設の
設置、運営。

・運行管理者等の指導講習業務
・運転者の適性診断業務
・自動車アセスメント情報の提供業務

・療護施設の設置・運営（再掲）
・交通事故による重度後遺障害が存する家族に
対する介護料の支給。
・重度後遺障害者等に対する情報提供や在宅介
護に対する相談等の精神的な支援。

・交通遺児等の健全な育成を図るための育成資
金等の無利子貸付。
・交通遺児等に対する情報提供や生活上の問題
に対する各種相談等の精神的支援。

4,082
(210)

2,586
(△138)

7,742
(334)

574
(△5)

4,082
(210)

4,206
(△46)

7,742
(334)

2,196
(1,111)

4 218 24 14

該当なし

（安全指導）
・指導講習については、国土交通大臣の認定を
受ければ民間であっても実施可能な制度となっ
ているが、自動車事故対策機構の他に認定を受
けた団体はなく、現在唯一の実施機関となってい
る。
・適性診断については、国土交通大臣の認定を
受ければ民間であっても実施可能な制度となっ
ており、既に自動車事故対策機構のほか民間５
団体が認定を受け診断を実施している。
（自動車アセスメント）
該当なし

該当なし 該当なし

   自動車事故による遷延性意識障害者は、事故後
早期に適切な治療と看護を行うことで脱却の可能性
があるとされているが、急性期治療後の受け皿とな
る医療・福祉体制が確立されていないため、一般病
院では十分な治療が行われないまま、たらい回しに
されるか、在宅介護に切り替えざるを得ない状況が
多い。一般病院では十分に行えない専門的な治療
と看護を行う療護施設を廃止した場合、脱却の可能
性がある自動車事故の被害者の回復に向けた治
療・看護の機会が失われることになるとともに、家族
にとっても経済的、精神的、肉体的な負担を深刻に
させ、国の自動車事故対策を著しく後退させることに
なるとともに、事故の被害者に過大な負担を強いる
ことになる。なお、一般病院に対して専門的な治療・
看護技術の伝播を行っていく観点からも療護施設は
必要である。

（安全指導）
   事業用自動車は、国民に欠かせない物流や人
流を担い、一旦事故が発生した場合には社会的
な影響が広範囲に及ぶとともに、事故の被害も
自家用自動車に比して甚大なものになりやすい
ことから、運行管理者の指導講習及び運転者の
適性診断が法令により義務付けられており、これ
ら事業は自動車交通の安全対策として必要不可
欠である。廃止されると、事業用自動車の事故防
止に支障をきたすことになり、自動車運送事業者
のみならず、利用者、他の車両、歩行者等を含
む自動車交通全体の安全を確保することができ
ず、国民生活に著しい支障を及ぼすこととなる。
（自動車アセスメント）
   自動車アセスメントの目的は、自動車の安全
性能に関する情報を国民一般に広く提供すること
により、自動車ユーザーが安全な車選びをしや
すい環境を整えるとともに、自動車メーカー間に
おける安全な自動車の開発競争を促進すること
にある。自動車アセスメントを導入した平成７年
から平成１５年までの８年間で１，９００人の死者
数の削減及び５２，０００人の重傷者数の削減効
果があったと試算されているが、自動車アセスメ
ント情報の提供業務を廃止した場合、同効果が
望めなくなり、国民生活に著しい支障を及ぼすこ
とになる

   自動車事故により重度後遺障害者となった被
害者は、医療や介護等に多額の費用の支出を余
儀なくされるため、経済的困難に陥る場合が多
く、経済的負担を軽減するために、介護料の支給
を行っている。また、介護料支給に関しては、経
済的支援と一体として、被害者家族に対する精
神的支援が求められており、自動車事故対策機
構では、介護料の支給手続等の機会を通じ、療
護施設等で得られた最新の重度後遺障害者等
に係る情報の提供や在宅介護に関する各種相
談等の精神的支援を経済的支援と一体的に行っ
ているところである。
   事業が廃止されれば、介護等に対する多額の
負担や生活資金の不足を招くこととなり、重度後
遺障害者及びその家族を経済的な困窮から救済
することができず、また、きめ細かな精神的ケア
の機会も失われ、国の自動車事故対策を著しく
後退させるとともに、事故の被害者に過大な負担
を強いることになる。

   自動車事故によって保護者が死亡したり重度
の後遺障害が残ることとなった場合、経済的に困
窮している交通遺児等に対して生活資金を無利
子で貸付け、健全な育成を支援している。また、
生活資金貸付に関しては、経済的支援と一体と
して、被害者家族に対する精神的支援が求めら
れており、自動車事故対策機構では、交通遺児
等の精神的サポートとして、教育、医療、就職等
の生活上の問題に関する被害者家族からの相
談に対応するともに、各支所にて友の会活動を
行う等の精神的支援を経済的支援と一体的に
行っているところである。
   事業が廃止されれば、交通遺児等を経済的な
困窮から救済することができず、また、きめ細か
な精神的ケアの機会も失われ、国の自動車事故
対策を著しく後退させるとともに、事故の被害者
に過大な負担を強いることになる。

② 主要業務 主要業務 主要業務 主要業務

・療護施設：24年 ・指導講習：35年
・適性診断：35年
・自動車アセスメント：12年

・介護料支給：29年
・療護施設：24年

・生活資金貸付業務：35年

国からの財政支出
（対19年度当初予算増減額）

事務・事業に係る定員（19年度）

事務・事業に
係る20年度予
算要求額

支出予算額
（対19年度当初予算増減額）

事業開始からの継続年数

①

廃止すると生じる問題の内容、
程度、国民生活への影響

民間主体による実施状況
（同種の事業を行う民間主体のｺｽﾄ、人員

等）

事務・事業の位置づけ
（主要な事務・事業との関連）

事務・事業の概要

Ⅰ．横断的視点

該当類型

１．事務・事業及び組織の見直し

事務・事業名



【独法化後における主な見直し内容】
第１期中期目標期間中において、次の事項を実施し
た。
・医療水準・コスト水準等に関し、平成１５年度から
毎年度タスクフォースにより外部評価を行い、その結
果をホームページ等で公表した。
・既存病床の運営経費については、看護師配置数
の段階的削減、建物管理業務等にかかる業務委託
の見直し、外部受託検査件数の増加等により、平成
１４年度比で１３．７％節減した（目標：４％程度に相
当する額）。

【独法化後における主な見直し内容】
第１期中期目標期間中において、次の事項を実施し
た。
（指導講習）
・職員に対する研修制度を拡充し、職員の能力開発を
促進することにより、指導講習に係る講義の業務の一
部を職員が実施できるよう育成を図り、業務経費を削
減した。
・平成１８年４月から受講に係るインターネット予約シ
ステムを全支所に導入したこと及び適性診断活用講
座の実施を通じた講習の実施したこと等により、受講
者の利便性の向上を図るとともに講習内容の充実・改
善を図った。
・自主的な改善努力として、平成１８年度より運輸安全
マネジメントの情報提供業務を開始した。
（適性診断）
・１８年４月から受診に係るインターネット予約システム
を全支所に導入したこと及び貸出用自動適性診断機
器や自動視野測定機の導入したこと等適性診断機器
を充実したこと並びに適性診断活用講座を全支所で
実施するなど適性診断内容の充実・改善を図った。
（自動車アセスメント）
・業務改善状況について、平成１５年度から毎年度タ
スクフォースにより外部評価を行い、その結果をホー
ムページ等で公表した。
・自動車のアセスメントの試験毎の１台当たりの試験
実施費について、試験実施方法の合理化・効率化を
図ること等の見直しを行い、平成１４年度比でブレーキ
試験で４．３％、その他の試験では５．６％～１３．７％
を削減した（目標：４％程度削減）。

【独法化後における主な見直し内容】
第１期中期目標期間中において、次の事項を実
施した。
・介護料支給事務ついて、汎用ソフトを活用する
ことによりその支給に係る事務処理時間を短縮
し、業務の効率化を図るとともに、請求事務プロ
セスの見直しを行い各種介護料申請書類のホー
ムページからのダウンロード化等介護料受給者
等の利便性の向上を図った。
・介護料支給者等への情報提供サービスの充実
を図るため、各主管支所に介護相談窓口を設置
し介護に関する知識・技術の提供及び介護相談
を実施し、平成１８年度からは本部において介護
相談ゼネラルアドバイザーを新たに配置し、その
強化を図った。
・介護料受給者等への情報提供・情報交換を目
的とした機関誌「ほほえみ」の発行回数の増回及
び介護相談窓口に寄せられたニーズの高い内容
の掲載等誌面の充実を図り、介護料受給者への
精神的支援を強化した。

【独法化後における主な見直し内容】
第１期中期目標期間中において、次の事項を実
施した。
・交通遺児等貸付けに係る債権回収経費につい
ては、育成業務管理員等の人員削減及び給与
単位の見直し等により、平成１４年度比２９．４％
の経費削減を達成した。
・債権管理委員会において、貸付金等のリスク管
理及び引当金の開示について適切な貸付債権
の評価を実施するとともに、リスクに応じた適正
な引当金を計上し、その結果をホームページに
公表した。

④

○第８次交通安全基本計画（平成18年3月14日：中
央交通安全会議決定）において、次のとおり指摘を
受けているところ。
・被害者救済対策事業等については、今後も各事業
の内容の見直しを図りつつ、社会的必要性の高い事
業を充実していく。
・重度後遺障害者の治療・看護を専門的に行う療護
センターの運営に対する援助措置の充実を行う。
○国土交通省「今後の自動車事故損害賠償保障制
度のあり方に係る懇談会」において、平成１８年６月
に、療護センターの効率的・積極的な活用を図るべ
き旨の提言が行われている。

（安全指導）
○第８次交通安全基本計画（平成18年3月14日：中央
交通安全会議決定）において、次のとおり指摘を受け
ているところ。
・自動車事故対策機構による自動車運送事業者等に
従事する運転者に対する適性診断については、診断
技術の向上と診断機器の充実を図るとともに、受診環
境の整備を行い、受診を積極的に促進する。
・運行管理者等に対する指導講習について、事故情
報の多角的分析結果の活用等により、講習内容を充
実するとともに、講習水準の向上を図り、視聴覚機材
の活用等による効果的な講習を実施し、過労運転・過
積載の防止等運行の安全を確保するための指導の徹
底を図る。
（自動車アセスメント）
○第８次交通安全基本計画（平成18年3月14日：中央
交通安全会議決定）において、次のとおり指摘を受け
ているところ。
・自動車の安全装置の正しい使用方法、装備状況等
の一般情報とともに、自動車の車種ごとの安全性に関
する比較情報を公正中立な立場で取りまとめ、これを
自動車使用者に定期的に提供する自動車アセスメン
ト事業を独立行政法人自動車事故対策機構とともに
推進する。これにより、自動車使用者の選択を通じ
て、より安全な自動車の普及拡大を促進すると同時
に、自動車製作者のより安全な車作りの研究開発を
促進する。

○第８次交通安全基本計画（平成18年3月14日：
中央交通安全会議決定）においては、次のとおり
指摘を受けているところ。
・被害者救済対策事業等については、今後も各
事業の内容の見直しを図りつつ、社会的必要性
の高い事業を充実していく。
・重度後遺障害者に対する介護料の支給及び重
度後遺障害者の治療・看護を専門的に行う療護
センターの運営に対する援助措置の充実を行う。
○国土交通省「今後の自動車事故損害賠償保障
制度のあり方に係る懇談会」において、平成１８
年６月に、介護料支給対象品目の見直しや在宅
介護相談窓口機能の充実等を図るべきとの提言
が行われている。

○第８次交通安全基本計画（平成18年3月14日：
中央交通安全会議決定）においては、次のとおり
指摘を受けているところ。
・被害者救済対策事業等については、今後も各
事業の内容の見直しを図りつつ、社会的に必要
性の高い事業を充実していく。
・自動車事故対策機構が行う交通遺児等に対す
る生活資金貸付け等に対する援助を行う。

（１）
事務・事業
のゼロベース
での見直し

これまでの見直し内容

③

国の重点施策との整合性



　 受益者は、交通事故により遷延性意識障害者となった
被害者及びその家族である。負担は、遷延性意識障害者
からの診療報酬であるが、それで賄えない部分は、国か
ら運営費として交付している。なお、自己収入増加の観点
から、療護施設が保有する高度先進医療機器について外
部検査を積極的に受け入れている。

（安全指導）
   受益者は、自動車運送事業者、さらには交通事故
防止によって利益を受ける一般国民である。負担につ
いては、自動車運送事業者から手数料等の収入を得
ているところであるが、不足分については、国から運
営費を交付している。
（自動車アセスメント）
   受益者は、自動車ユーザー及び交通事故防止に
よって利益を受ける一般国民である。負担について
は、全額、国から運営費を交付している（詳細試験
データ提供に関する実費見合いの収入を除く）。

   受益者は、交通事故により重度後遺障害者となった
被害者及びその家族である。負担については、全額、
国から補助金を交付している。

   受益者は、交通遺児等である。負担については、全
額、国から自動車事故対策機構への無利子貸付であ
る。

　　　 　　　　（国費 4,082/事業費 4,082)
（注）事業費＝収支差補てん方式
　　　事業費＝6,147（運営コスト）－2,064（受益者負担(医
業収入等)）

安全指導：(国費 2,062/事業費 3,672)
自動車アセスメント： (国費 524/事業費 524)
自動車アセスメント詳細試験 データ提供：
（国費 0／事業費 10）
（注）詳細試験データに関する実費見合いの収入
10百万円を当てている）

（国費 7,742/事業費 7,742)  (国費 2,196/事業費 2,196)

　 ② 別紙１に記載 別紙１に記載 別紙１に記載 別紙１に記載

③

（指導講習）
・米国：運輸安全研修所
運行管理責任者に対し連邦運輸安全法規や運輸労
働時間法規遵守に関する講習を実施。また、新人担
当者向けに連邦運輸安全法規の講習やバスの安全
運行に関する管理者向けの講習を実施。
・英国：車両・運送事業庁
運行管理者等を対象として、トラック事業者、旅客運送
事業者別に、安全規則、運転時間、タコグラフの解析
方法等に関して講習を実施。(担当者数：2500人、受講
料：１日コース825£、２日コース1650£）
・韓国：交通安全公団
運送事業者に対して、ドライバーの運行記録等を活用
し、交通安全マネジメントに関するコンサルテーション
やトレーニングを実施。

（適性診断業務）
・英国：自動車運転基準庁
安全態度、危険感受性等に係る職業運転者評価を実
施。(担当者数：2,000名、受講料：56£)
・韓国：交通安全公団
職業ドライバーの性格診断テスト、心理テスト、動作テ
スト等を実施。
・オーストリア：交通安全監督局及び８の民間認定機
関
運転適性診断機器、視力検査機器等を使用して実施
（認定機関はドクター１名、サイコロジスト３名が必須。
標準的な診断：181ﾕｰﾛ、詳細な診断：363ﾕｰﾛ）
（自動車アセスメント）
・米国：運輸省道路交通安全局及び道路安全保険協
会
・欧州：Ｅｕｒｏ Ｎｃａｐ
・韓国：建設運輸省及び韓国自動車研究所

諸外国における公的主体による
実施状況

自動車事故による遷延性意識障害者を治療・看護する専
門病院については把握していない。

把握していない。 把握していない。

財政支出への依存度
（国費／事業費）

これまでの指摘に対応する措置

受益と負担との関係
（受益者・負担者の関係、両者の関係）

①



④

   療護施設にあっては、独立行政法人化から３年半の間
で６４人を植物状態から脱却させている。また、療護施設
において実施している専門的な治療・看護体制について、
日本意識障害学会などにおいて研究成果の発表を行うな
どにより、高度先進医療機器を活用した治療・看護技術
等の普及促進を図っており、財政支出に見合う効果が得
られている。

（安全指導）
 　指導講習にあっては、１年間で１１万人の受講を実
施し、適性診断にあっては、４１万人の受診を実施して
いる。
   指導講習の事故防止効果については、受講者（＝
運行管理者）が受講後に自社において実施した改善
の取組により、７割以上の事業者において事故発生
件数が減少するなど、財政支出に見合う効果が得ら
れている。
   また、適性診断の事故防止効果については、適性
診断受診者群と未受診者群との事故発生率を比較し
たところ、適性診断受診者群の重大事故発生率は、
未受診者群の重大事故発生率の約５割にとどまること
が確認されており、この事故発生率の低減は財政支
出に見合う効果が得られている。
（自動車アセスメント）
   交通事故死者数・重傷者数の低減に貢献しており、
財政支出に見合う効果が得られている。

   介護料の支給により、平成１８年度には4,312人（支
給額28億円）の受給者（重度後遺障害者）及びその家
族を経済的困窮から救済しており、また、支給対象を
重度後遺障害者のニーズを反映したものとするなど、
精神的支援と相俟って受給者等からも評価されている
ところであり、財政支出に見合う効果が得られている。

   交通遺児等貸付けは平成１８年度９２１人（貸付額２
２３百万円）に無利子貸付を行うなど、交通遺児等を
経済的に支援することにより、健全な育成を可能なら
しめており、精神的支援と相俟って貸付利用者等から
も評価が得られているところであり、財政支出に見合う
効果が得られている。

真に不可欠 真に不可欠 真に不可欠 真に不可欠

・療護施設で得られた知見・成果を他の医療機関等にお
いて最大限活用する観点から、専門的診療・看護体制と
高度先進医療機器を活用した治療・看護技術の開発・普
及を図るため、研究成果の公表や部外医師・看護師等に
対する研修を実施する。
・自己収入増加の観点から、療護施設が保有する高度先
進医療機器について外部検査を積極的に受け入れる。
（各類型共通）
・一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要
とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）に
ついて、平成２３年度において、平成１８年度比で１５％程
度に相当する額を削減する。
・業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要と
する経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）につ
いて、平成２３年度において、平成１８年度比で１０％程度
に相当する額を削減する。

(安全指導）
・IT化等による業務の効率化による経費節減を図りつ
つ、積極的なＰＲ活動，地方運輸局等との連携強化に
より、受講者・受診者数の拡大を図る。（指導講習
850人以上、適性診断 11,300人以上の増加）
・また、義務講習・義務診断の受益者による実費負担
を目指しつつ、自己収入比率について、平成２３年度
までに５０％以上に引き上げる。
（自動車アセスメント）
    ホームページの改善等により、アクセスしやすい、
分かりやすい情報提供を行うとともに、実事故との相
関を分析し、試験内容や評価方法の改善を図る。

・介護料支給については、重度後遺障害者の専門的
治療や看護を受けられる機会を確保するため、介護
料支給対象品目の見直しを行ったが、引き続き、重度
後遺障害者とその家族の方からの改善の要望等を聞
きながら、必要に応じ、適宜見直しを行う。
・交通事故被害者や家族に対し、必要・十分な心のケ
アを行うことができる環境を整備するため、全国の相
談窓口機能を充実するとともに、コールセンターの設
置や各種の情報提供を行うなど、交通事故の被害者
等に対する相談体制や情報提供の更なる充実を図
る。

   生活資金貸付業務については、人件費、債権回収
経費等のコスト要因を分析するとともに、それを踏まえ
た業務運営等の見直しにより、更なるコスト削減を図
る。

   医療施設に整備している高度先進医療機器を活用し外
部検査件数を増加させることによる自己収入の増加及び
施設運営経費の削減：３９０百万円

（安全指導）
   受講者・受診者拡大による自己収入の増加及び事
業経費の削減：２５１百万円
（自動車アセスメント）
   自動車アセスメントに係る経費の削減：５８百万円

・介護料支給に係る経費の削減：１１百万円
・新規認定者数の増加等による増加：５２２百万円

   債権回収に係る経費の削減：４５百万円

   自己収入の増加及び事業経費の削減 （安全指導）
   自己収入の増加及び事業経費の削減
（自動車アセスメント）
   事業経費の削減

   事業経費の削減及び受給対象者の増加    事業経費の削減

行政サービス実施コストに与える影響
（改善に資する事項）

事務・事業が真に不可欠かどうかの評
価

財政支出に見合う効果
（効果が得られているか、その根拠）

理由

事務・事業の見直し案（具体的措置）



否 否 否 否

否

   療護施設は、一般病院では対応が困難な交通事故に
よる遷延性意識障害者を専門的に受け入れ、治療・看護
を行う施設であり、高度先進医療機器を備えるとともに、
同じ看護師が一人の患者の入院から退院までを継続して
受け持つ「プライマリー・ナーシング」、全ての患者を看護
師が効果的に視野に入れる「ワンフロア病棟システム」を
採用する等、特別な環境下で治療・看護を行っている。
   こうした高度な治療と看護のための体制を民間主体が
確保することは、採算性、事業性の点で困難であり、民営
化には馴染まない。
   なお、４療護施設の運営については、既に民間の医療
法人に委託し、効率化を図っているところである。

（安全指導）
   事業用自動車は、国民に欠かせない物流や人流を担
い、一旦事故が発生した場合には社会的な影響が広範囲
に及ぶとともに、事故の被害も自家用自動車に比して甚大
なものになりやすいことから、運行管理者の指導講習及び
運転者の適性診断が法令により義務付けられており、これ
ら事業は自動車交通の安全対策として必要不可欠である
が、大きな被害をもたらす事業用自動車の事故を未然に防
止するためには、指導講習、適性診断ともに全国一律かつ
同水準で確実に実施される必要がある。民営化された場
合は、受講者数等の少ない地方部では採算がとれず、受
講・受診の機会が失われ、ユニバーサルサービスの提供
は困難となり、利用者サービス、事故防止効果ともに低下
することから、民営化は困難である。
（自動車アセスメント）
   自動車アセスメントは、ユーザーの安全性及び自動車の
販売に直接影響を与えることから、実施主体には公正性及
び中立性が求められる。また、収益性はなく、民営化には
馴染まない

   自動車事故による重度後遺障害者やその家族に対
する介護料の支給業務については、自動車事故によ
る重度後遺障害者やその家族に対し、経済的困難か
ら救済するため、支援を行うものであり、収益を目的と
するものではない。また、本業務は、療護施設等で得
られた最新の重度後遺障害者等に係る情報の提供や
在宅介護に関する各種相談等の精神的支援と一体的
に行っているが、これについても収益性は期待でき
ず、こうした業務の性格上、採算性、事業性ともに欠
き、民営化には馴染まない。

   生活資金貸付業務は、自動車事故によって保護者
が死亡したり重度の後遺障害が残ることとなった場
合、経済的に困窮している交通遺児等に対して長期
かつ無利子の貸付を行うものであり、収益性を期待で
きない。また、本業務は、遺児等の教育、就職等の生
活上の問題に関する家庭相談等の精神的支援と一体
的に行っているが、これについても収益性は期待でき
ず、こうした業務の性格上、採算性、事業性ともに欠
き、民営化には馴染まない。

a施設の管理・運営 ,

　 　

否 否 否 否

入札種別（官民競争／民間競
争）

入札実施予定時期

事業開始予定時期

契約期間

否 導入しない理由

   療護施設は、一般病院では対応が困難な交通事故に
よる遷延性意識障害者を専門的に受け入れ、治療・看護
を行う施設であり、高度先進医療機器を備えるとともに、
同じ看護師が一人の患者の入院から退院までを継続して
受け持つ「プライマリー・ナーシング」、全ての患者を看護
師が効果的に視野に入れる「ワンフロア病棟システム」を
採用する等、特別な環境下で治療・看護を行っている。
   こうした高度な治療と看護のための体制を継続的に維
持・確保し、患者が安定的に治療・看護を受ける機会を提
供することが必要であり、また、こうして培われた経験、ノ
ウハウが治療・看護技術の発展を支えている点にも着目
する必要がある。このため、本業務は官民競争入札には
馴染まない。

（安全指導）
   指導講習及び適性診断については、適正かつ確実
に実施するに足る経理的基礎及び技術的能力を有す
ること等の要件を満たし、国土交通大臣の認定を受け
れば民間が実施することができることとなっており、既
に民間開放は行われている。
（自動車アセスメント）
   自動車アセスメントは、ユーザーの安全性及び自動
車の販売に直接影響を与えることから、実施主体には
公正性及び中立性が求められる。加えて、評価項目、
評価方法、試験車の選定、総合評価の実施、公表の
実施方法などに関する企画、調整、評価などの、専門
性と高度な判断が必要とされることから、その他の実
施主体は考え難く、官民競争入札の対象とすることは
困難である。

   自動車事故による重度後遺障害者やその家族に対
する介護料の支給業務は、介護料支給にあたり、療
護施設等で得られた最新の重度後遺障害者等に係る
情報の提供や在宅介護に関する各種相談等の精神
的支援と一体的に行っているところであるが、本業務
は、長期的な視点に立ち、被害者家族と信頼関係を
築きつつ、継続してきめ細かな被害者家族への支援
を全国的に提供していくことが求められており、官民競
争入札には馴染まない。

   生活資金貸付業務は、自動車事故によって保護者
が死亡したり重度の後遺障害が残ることとなった場
合、経済的に困窮している交通遺児等に対して生活
資金を無利子で貸付け、その健全な育成を支援する
ものであり、遺児等の教育、就職等の生活上の問題
に関する家庭相談等の精神的支援と一体的に行って
いる。本業務は、長期的な視点に立ち、被害者家族と
信頼関係を築きつつ、継続してきめ細かな被害者家
族への支援を全国的に提供していくことが求められて
おり、官民競争入札には馴染まない。

民営化しない理由

可

今
後
の
対
応

官民競争入札等の実施の可否

可

事業性の有無とその理由

民営化を前提とした規制の可能
性・内容

民営化に向けた措置

民営化の時期

該当する対象事業

民営化の可否

（２）
事務・事業の
民営化の検討

（３）
官民競争入札
等の積極的な

適用

a施設の管理・運営,b研修、c.国家試
験等、d相談、e広報・普及啓発

a施設の管理・運営,b研修、c.国家
試験等、d相談、e広報・普及啓発

a施設の管理・運営,b研修、c.国家
試験等、d相談、e広報・普及啓発

a施設の管理・運営,b研修、c.国家
試験等、d相談、e広報・普及啓発

f検査検定、g徴収、hその他 f検査検定、g徴収、hその他 f検査検定、g徴収、hその他 f検査検定、g徴収、hその他



療護施設の設置・運営 安全指導・自動車アセスメント 療護施設の設置・運営（再掲）、介護料支給 生活資金貸付

否 否 否 否

移管先

内容

理由

　 否 移管しない理由

交通事故を起因とした脳損傷により重度の後遺障害を存
し、植物状態となり、治療及び常時の介護を必要としてい
る患者について、専門的に高度な治療・看護を実施する
体制を確保している医療施設は他になく、本法人の療護
施設は、自動車事故による遷延性意識障害者に特化した
治療を行っている国内で唯一の医療機関である。このた
め、他の法人への移管は困難である。

（安全指導）
   指導講習事業のノウハウを持つ実施主体は存在し
ないため、他の法人への移管は困難である。
   また、適性診断についても、全国規模で実施してい
る法人は他にはなく、他の法人への移管は困難であ
る。
（自動車アセスメント）
   他の法人で自動車アセスメント事業を実施している
法人はなく、他の法人への移管は困難である。

   介護料の支給にあたっては、全国に５０箇所に支所
を有し、全ての地域において被害者家族が支援を受
けることができるよう体制が整備されており、療護施設
等で得られた最新の重度後遺障害者等に係る情報の
提供や在宅介護に関する各種相談等の精神的支援と
一体的に行っているところである。他にこのような業務
を行っている法人はなく、仮に他法人へ移管したとして
も被害者へのきめ細かな支援は期待できず、他の法
人への移管は困難である。

   生活資金貸付にあたっては、全国に５０箇所に支所
を有し、全ての地域において被害者家族が支援を受
けることができるよう体制が整備されており、交通遺児
等の教育、就職等の生活上の問題に関する家庭相談
等の精神的支援と一体的に行っているところである。
他にこのような業務を行っている法人はなく、仮に他
法人に移管したとしても被害者へのきめ細かな支援は
期待できず、他の法人への移管は困難である。

否 否 否 否

一体的に実施する法人等

内容

理由

　 否 一体的実施を行わない理由

   交通事故を起因とした脳損傷により重度の後遺障害を
存し、植物状態となり、治療及び常時の介護を必要として
いる患者について、専門的に高度な治療・看護を実施す
る体制を確保している医療施設は他になく、本法人の療
護施設は、自動車事故による遷延性意識障害者に特化し
た治療を行っている国内で唯一の医療機関である。この
ため、他の法人との一体的実施は困難である。

（安全指導）
   指導講習事業のノウハウを持つ実施主体は存在し
ないため、他の法人との一体的実施は困難である。
   また、適性診断についても、全国規模で実施してい
る法人は他にはなく、他の法人との一体的実施は困
難である。
（自動車アセスメント）
   他の法人で自動車アセスメント事業を実施している
法人はなく、他の法人との一体的実施は困難である。

   介護料の支給にあたっては、全国に５０箇所に支所
を有し、全ての地域において被害者家族が支援を受
けることができるよう体制が整備されており、療護施設
等で得られた最新の重度後遺障害者等に係る情報の
提供や在宅介護に関する各種相談等の精神的支援と
一体的に行っているところである。他にこのような業務
を行っている法人はなく、仮に他の法人との一体的実
施を行うこととした場合、被害者へのきめ細かな支援
は期待できず、他の法人との一体的実施は困難であ
る。

   生活資金貸付にあたっては、全国に５０箇所に支所
を有し、全ての地域において被害者家族が支援を受
けることができるよう体制が整備されており、交通遺児
等の教育、就職等の生活上の問題に関する家庭相談
等の精神的支援と一体的に行っているところである。
他にこのような業務を行っている法人はなく、仮に他
の法人との一体的実施を行うこととした場合、被害者
へのきめ細かな支援は期待できず、他の法人との一
体的実施は困難である。

（４）
他の法人への
移管・一体的

実施

対象となる事務・事業の内容

可

移管の可否

一体的実施の可否

一
体
的
実
施

可

移
管



　
＜組織関係＞ 　 　

２．運営の徹底した効率化

役職員の給与等の対国家公務員指数
（在職地域、学歴構成、在職地域・
学歴構成によるラスパイレス指数）

人件費総額の削減状況

現状（平成19年４月１日現在）

効率化目標の設定の
内容・設定時期

該当なし 合計

別紙 合計

5,009,467千円

76.4%

0

理由

   平成１８年度においては、給与・報酬等支給総額の対平成１７年度比で１．１％の削減。

   平成１８年度対国家公務員（行政職（一））　１０８．１　　（在職地域：１０８．６、学歴構成：１０５．７、在職地域・学歴構成：１０７．１）

うち随意契約額（％）

②一般管
理費、業
務費等

非公務員化の可否

理由

③民間委託による経費節減の取組内容

④情報通信技術による業務運営の効率
化の状況

   自動車事故対策機構は、発足当初より非特定独立行政法人である。（５）
特定独立

行政法人関係

（６）
組織面の見直

し

   総務省が定める「独立行政法人の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について（ガイドライン）」に則り、定期的に公表。公表方法としてホームページを活用。

・平成１８年度　一般管理費（人件費等を除く）：３９８百万円
・平成１８年度　業務経費（人件費等を除く）：４,９１１百万円

（内容）
   平成１９年度から平成２３年度までの中期目標期間中に見込まれる一般管理費（人件費等を除く）については１５％、業務経費（人件費等を除く。）については１０％、それぞれ削減する。
（設定時期）
   平成１９年４月１日

   平成１５年から療護施設である千葉療護センターの運営を直営方式から民間委託方式に切り替え、平成１４年度に比べ４４百万円の人件費削減を達成した。なお、平成１６年度では、同療護施設の増
床に向けた増員という特殊要因を除くと平成１４年度に比べ３３百万円の人件費の削減を達成し、さらに平成１７年度では１９３百万円の、平成１８年度では１３７百万円の削減を達成している。

契約額

名称

（１）
可能な限りの
効率化の徹底

関
連
法
人

関
連
法
人
以
外
の
契
約
締
結
先

当該法人への再就職者（随契の相
手方で同一所管に属する公益法人
に在職している役員の人数）

当該法人への再就職者（役員の氏
名及び当該役員の独立行政法人に
おける最終職名）

名称

－

   第２期中期計画において、業務量が比較的少ない支所について業務を近隣の支所や主管支所と一体的に行うなど業務の集約化を図りつつ、主管支所及び支所ごとの業務実態に対応した要員配置を
行うとしており、引き続き、これに則って見直しを行う。

うち随意契約額（％）

   「中期目標期間終了時の組織・業務の見直しの結論を平成１８年中に得る独立行政法人等の見直しについて」（平成１８年１２月２４日行政改革推進本部決定）に基づく。

   ホームページにおいて、財務諸表、入札情報及び契約情報を公表している。

   必要に応じて掲載内容の見直しを実施していく。

・適性診断事業においては、新診断システム（NATS）を開発・導入したことにより診断時間の大幅な短縮及び受診者増加に対応している。
・貸付・債権管理システムの開発・同システムの全支所ネットワーク化により債権管理情報等の速やかな提供が可能となり業務が効率化、各種問い合わせに対する迅速な対応をしている。
・新財務・会計システムの開発・同システムの全支所ネットワーク化により会計事務を省力化、効率化している。

①給与水準、人件費の情報公開の状況

見直し案
（廃止、民営化、体制の再編・整備

等）

（２）独立行
政法人の資金
の流れ等に関
する情報公開

情報公開の現状

見直しの方向

契約額



（３）
随意契約
の見直し
（４）
保有資産
の見直し

３．自主性・自律性確保

金額

５０６百万円

１，２９６百万円

１８１百万円

１，９８３百万円

   安全指導、介護料支給業務、生活資金貸付などの事業において顧客満足度調査を実施しており、その結果を今後の業務の充実・強化のため、また業務の改善や見直し等に役立てている。

   今年度を初年度とする第２期中期目標等において、安全指導業務での自己収入比率の向上、療護施設の運営での脱却者の人数や研究成果の発表件数等について、具体的かつ定量的な指標を設定
済みである。

   引き続き、顧客満足度調査を実施し、必要に応じてその結果を業務改善に活用していく。

・監事監査、監査法人監査、内部監査の実施
・法令遵守に関しては、役職員倫理規程を定めて、職務に係る倫理の保持に努めるとともに、懲戒処分にあたっては、懲戒等審査委員会を設置する仕組みとしている。
・職位別（新規採用者、チーフ、マネージャー）の総合的な研修のほか、適性診断業務における適性診断員としての資質向上などといった業務別の専門的な研修を定期的に実施している。

別紙３に記載

別紙２「独立行政法人における随意契約の見直しについて（依頼）」（平成19年８月10日付け行政改革推進本部事務局・総務省行政管理局事務連絡）に記載

   今年度から中期目標期間が始まったところであり、業務の質の向上、業務運営の効率化などに関する中期目標を確実に実施できるよう、今後も必要に応じて見直しを行っていく。

・IT化等による業務の効率化による経費節減を図りつつ、積極的なＰＲ活動，地方運輸局等との連携強化により、受講者・受診者数の拡大を図る。（指導講習　850人以上、適性診断 11,300人以上の増
加）また、義務講習・義務診断の受益者による実費負担を目指しつつ、自己収入比率について、平成２３年度までに５０％以上に引き上げる。
・療護施設が保有する高度先進医療機器の利用促進を図るため、地域医療機関との連携を図り、中期目標期間の年度毎に１１,０００件以上の外部検査を受託する。

財源

　　　　件数

　　　　件数　　　　　　　　　　　種類

（１）
中期目標
の明確化

現状

今後の取組方針

・療護施設に係る外部検査受託収入

寄付金

（２）
国民による
意見の活用

現状

今後の取組方針

（３）
業務運営
の体制整備

現状（内部統制に係る組織の設置状
況、職員に対する研修の実施状況）

今後の取組方針

セグメント情報の公表の充実
　 一般業務のうち安全指導業務（指導講習及び適性診断業務）について、業務評価の一層の透明性を図る観点から、第２期中期計画（平成１９年度）から財務諸表のセグメント情報の開示において、他
の一般業務と区分して公表することを予定している。

　　　　件数

１．一般管理費、業務費の区分ごとに削減目標を設定し、経費を削減。
２．指導講習及び適性診断業務について、支所別に年度目標を設定し、自己収入比率の向上に努めている。
３．療護施設の高度先進医療機器について、外部検査の受託目標を設定し、自己収入の増加による委託費の削減に努めている。

プロジェクトごとの収支管理の実施状
況

   主要な業務毎（貸付業務、療護施設業務、一般業務）にコスト管理を行い、その結果をセグメント情報として毎年度、財務諸表の附属明細書の中で公表している。

   上記各制度及び取組の一層の充実・強化を図ることにより、適切な業務運営体制を確保していく。

（５）
自己収入の
増大等による
財源措置

見直し案

知的財産権

計

共同研究資金

利用料

その他

・運行管理者等指導講習手数料収入

・適性診断手数料収入

自己収入の内容（平成１８年度実績）

（４）
管理会計を活

用
した運営の
自立化・効率
化・透明化

管理会計の活用状況とその効果

今後の取組方針



最近改善した例

今後改善を予定している点

   職員の能力・実績を適正に評価、その結果を勤勉手当や昇級等に反映させる仕組みとしての人事評価制度を実施している。その他

（６）情報公開の取組状況

   平成１９年９月より在宅介護Ｑ＆Ａをホームページ上で公開する予定。

・事業内容等各種情報をホームページ等により積極的に公開している。
・ホームページについては、動画の導入、ページリンクの設置によるアクセスの容易性の確保やコンテンツの時機に適したメンテナンスなど、ユーザーが利用しやすいホームペ－ジを目指し改善を行うこと
により、平成１６年度の約２７万件から平成１８年度約１００万件のアクセスに増加した。
・平成１９年５月よりメールマガジンを発行し、登録いただいた方へ機構の最新情報を配信する等の改善を図った。
・後席シートベルト着用率向上のため、全国乗用自動車連合会、日本自動車連盟とともに着用推進ステッカーを作成し、全国のタクシーに貼付し乗客への啓発活動を実施するなど後席シートベルトキャン
ペーンの展開を図った。
・ラジオ番組を利用した広報、飲酒運転シンポジウムの開催等により認知度の向上を目指した活動を行った。



（別紙１）

府省名 国土交通省

内容（指摘を受けた年度） 指摘主体 番号 内容（対応年度）

特定事業執行型
（試験・教育・研修・
指導型）

安全指導 1８年度

   IT化等による業務の効率化による経費節減
を図りつつ、民間認定機関による実施と合わ
せ受講者数・受診者数の拡大を図ることとし、
次期中期目標等において、受講者数・受診者
数の拡大に向けた実効性のある取組を明記す
るとともに、指導講習・適性診断の種類ごとに
達成すべき目標を設定する。なお、受講者・受
診者の適切な費用負担の水準についても検
討する。（平成１８年度）

政策評価・
独立行政法
人評価委員
会

②

特定事業執行型
（試験・教育・研修・
指導型）

安全指導 1８年度

   民間参入を推進するため、新たに指導講
習・適性診断の実施機関となろうとする民間団
体等について、積極的に認定取得を支援す
る。（平成１８年度）

政策評価・
独立行政法
人評価委員
会

②

資産債務型（事業
用）

療護施設の設置・
運営

1８年度

   知見・成果の普及促進に向けた取組を具体
的に明記するものとする。その際、目標達成度
の厳格かつ客観的な評価に資するよう、達成
すべき内容や水準等を可能な限り具体的かつ
定量的に示すものとする。また自己収入の増
加の観点から、療護センターが保有する高度
先進医療機器を有効活用し外部検査を積極
的に受け入れるものとする。（平成１８年度）

政策評価・
独立行政法
人評価委員
会

②

・療護施設で得られた知見・成果を他の医療機関等に
おいて最大限活用する観点から、専門的診療・看護
体制と高度先進医療機器を活用した治療・看護技術
の開発・普及を図るため、研究成果の公表や部外医
師・看護師等に対する研修を実施する。
・自己収入増加の観点から、療護施設が保有する高
度先進医療機器について外部検査を積極的に受け入
れる。　（平成１９年度～平成２３年度）

政策金融型 生活資金貸付 1８年度

   人件費、債権回収経費等のコスト要因を分
析するとともに、それを踏まえた業務運営等の
見直しにより、更なるコスト削減を図る。（平成
１８年度）

政策評価・
独立行政法
人評価委員
会

②

   生活資金貸付業務については、人件費、債権回収
経費等のコスト要因を分析するとともに、それを踏まえ
た業務運営等の見直しにより、更なるコスト削減を図
る。（平成１９年度～平成２３年度）

ー ー 1８年度

   業務運営の効率化の観点から、業務量が比
較的少ない支所について業務を近隣の支所
や主管支所と一体的に行うなど業務の集約化
を図りつつ、主管支所及び支所ごとの業務実
態に対応した職員配置とする。（平成１８年度）

政策評価・
独立行政法
人評価委員
会

②

   指摘について、第２期中期目標で対応し、主管支所
及び支所ごとの業務実態を把握した上で、業務の集
約化・効率化を図ることとしている。（平成１９年度～
平成２３年度）

　 ２．これまでの主な指摘には、行政減量・効率化有識者会議、政策評価・独立行政法人評価委員会等による指摘内容を簡潔に記載してください。
　　　なお、別紙1-2「「勧告の方向性」における指摘事項の措置状況（平成19年8月現在）」に記載の指摘事項はすべて記載してください。

措置状況（①措置済み、②対応中、③未措置）

・IT化等による業務の効率化による経費節減を図りつ
つ、積極的なＰＲ活動，地方運輸局等との連携強化に
より、受講者・受診者数の拡大を図る。（指導講習
850人以上、適性診断 11,300人以上の増加）
・また、義務講習・義務診断の受益者による実費負担
を目指しつつ、自己収入比率について、平成２３年度
までに５０％以上に引き上げる。
（各類型共通）
・一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必
要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除
く。）について、平成２３年度において、平成１８年度比
で１５％程度に相当する額を削減する。
・業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要
とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）
について、平成２３年度において、平成１８年度比で１
０％程度に相当する額を削減する。
（平成１９年度～平成２３年度）

第１横断的視点

（１）事務・事業のゼロベースでの見直し　②これまでの指摘に対応する措置

１．事務・事業及び組織の見直し

注１．見直し実施年度には中期目標終了時の見直しを実施した年度を記載してください。

これまでの主な指摘
法人名 見直し実施年度

独立行政法人自動
車事故対策機構

事務・事業名事業類型（区分）



（単位：千円）

4,082,367

210,317

   金融資産は保有していない。

資産との関連を有する事務・事業
の名称

資産の具体的内容、見直しの具体
的措置内容・理由等

資産との関連を有する事務・事業
の内容

国からの財政支出額

対19年度当初予算増減額 対19年度当初予算増減額 210,317

支出予算額 4,082,367

  交通事故を起因とした脳損傷により重度の後遺障害が残り、治療と常時の介護が必要となった自
動車事故被害者の治療と看護のために、一般病院では対応が難しいため、重度後遺障害者専門の療
護センターを設置、運営。

   療護施設の設置・運営

独立行政法人の整理合理化案様式
3.資産債務型

法人名 独立行政法人　自動車事故対策機構 府省名 国土交通省



区分

1 千葉療護センター（計） 3 千葉市美浜区磯辺３－３０－１ 1 1 8,910 4,391

1-1 　西棟 3 同上 1 1  (8,910) 2,792

1-2 　東棟（増築） 3 同上 1 1  (8,910) 1,196

1-3 　ＭＲＩ棟 3 同上 1 1  (8,910) 235

1-4 　設備棟 3 同上 1 1  (8,910) 169

2 東北療護センター（計） 3 仙台市太白区長町南４－２０－６ 1 1 4,695 2,393

2-1 　西棟 3 同上 1 1  (4,695) 1,547

2-2 　東棟（増築） 3 同上 1 1  (4,695) 826

2-3 　その他 3 同上 1 1  (4,695) 20

3 岡山療護センター（計） 3 岡山市西古松２－８－３５ 1 1 15,272 5,042

3-1 　本館 3 同上 1 1  (15,272) 4,298

3-2 　設備棟 3 同上 1 1  (15,272) 383

3-3 　その他 3 同上 1 1  (15,272) 361

4 中部療護センター（計） 3 岐阜県美濃加茂市古井町下古井６３０ 1 1 8,081 2,889

4-1 　本館 3 同上 1 1  (8,081) 2,777

4-2 　その他 3 同上 1 1  (8,081) 112

（注）敷地面積の括弧書きは、土地を切り分けることができないため合計を記入している。

  独立行政法人名： 独) 自動車事故対策機構

合同形態
敷地面積
(㎡)

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)

施   設   名   等 敷地

 府省名： 国土交通省

No. 所       在       地
建面積
(㎡)



建築年次 建築年次 経年 経年

(新) (古) (新) (古) 用途地域 建ぺい率 容積率

1 7,686 － － － －
第1種住居地域・第2種
中高層住居専用地域 70 200 43.13

1-1 3,363 1983 24 39 地上2階
第1種住居地域・第2種
中高層住居専用地域 70 200 18.87

1-2 3,613 2005 2 39
地上3階
地下1階

第1種住居地域・第2種
中高層住居専用地域 70 200 20.27

1-3 393 1991 16 39 地上2階
第1種住居地域・第2種
中高層住居専用地域 70 200 2.21

1-4 317 1990 17 39 地上2階
第1種住居地域・第2種
中高層住居専用地域 70 200 1.78

2 5,052 － － － － 近隣商業地域 90 300 35.87

2-1 3,147 1993 14 39 地上2階地下1階 近隣商業地域 90 300 22.34

2-2 1,886 2001 6 39 地上2階地下1階 近隣商業地域 90 300 13.39

2-3 20 2001 6 39 地上2階 近隣商業地域 90 300 0.14

3 7,001 － － － － 住居地域 60 200 22.92

3-1 6,081 1994 13 39 地上2階 住居地域 60 200 19.91

3-2 411 1994 13 39 地上2階 住居地域 60 200 1.35

3-3 508 1994 13 39 地上2階 住居地域 60 200 1.66

4 6,632 － － － －
第1種住居地域・近隣商
業地域 72 200 41.03

4-1 6,520 2001 6 39 地上3階
第1種住居地域・近隣商
業地域 72 200 40.34

4-2 112 2001 6 39 地上3階
第1種住居地域・近隣商
業地域 72 200 0.69

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)

利用率
法     規     制

階層
延面積
(㎡)

No. 耐用年数



計 土地 建物 その他

1 3,472 1,265 2,136 71 150 9
1

（療護施設の設置・運営）

1-1 -        -        213 10 -        9
1

（療護施設の設置・運営）

1-2 -        -        1,795 61 -        9
1

（療護施設の設置・運営）

1-3 -        -        74 1 -        9
1

（療護施設の設置・運営）

1-4 -        -        53 0 -        9
1

（療護施設の設置・運営）

2 2,012 559 1,408 45 115 9
1

（療護施設の設置・運営）

2-1 -        -        567 6 -        9
1

（療護施設の設置・運営）

2-2 -        -        838 39 -        9
1

（療護施設の設置・運営）

2-3 -        -        4 -        -        9
1

（療護施設の設置・運営）

3 2,330 1,241 1,057 33 82 9
1

（療護施設の設置・運営）

3-1 -        -        907 27 -        9
1

（療護施設の設置・運営）

3-2 -        -        73 -        -        9
1

（療護施設の設置・運営）

3-3 -        -        77 6 -        9
1

（療護施設の設置・運営）

4 2,375 485 1,819 70 41 9
1

（療護施設の設置・運営）

4-1 -        -        1,783 68 -        9
1

（療護施設の設置・運営）

4-2 -        -        36 3 -        9
1

（療護施設の設置・運営）

用途合   築   等
正面路線
価(千円)

保有目的
B / S  価  格 (百万円)

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ③)

No. 耐震隣  接  庁  舎  名



法人名 府省名

No. 1 施設名 用  途

　実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)　

○  自らの保有が必要不可欠な理由

・常に遷延性意識障害者の治療効果を高めるため高度先進医療機器を整備し、収容患者の治療・看護にあたりつつ、地元大学等研究機関
や他の医療施設との連携し、高度先進医療機器を活用した医療技術やプライマリーナーシングによる看護技術の開発・向上をはかり、そ
の技術を他の医療機関に普及させている。今後も継続して事業を効率的かつ有効に実施する場合に同施設の保有が不可欠となる。

・千葉療護センター施設は、病棟２所・MRI棟・設備棟から構成されておりどの建物も遷延性意識障害者を常時収容し治療・看護を行うた
め必要不可欠である。なお、同施設は病棟の増床等行っているものの最経年施設においても耐用年数に達していない。また所有土地に関
しても有効に使用しており小規模遊休地等も所有していないため売却の予定はない。（観点１・２）

・同療護施設は単独で設置されており、国又は他の独立行政法人等が保有する資産はなく、それらとの一体処分はできない（観点３）

・仮に既存施設を売却した場合としても療護施設として使用しているものであるため、施設の転用は困難である。また、新たに療護施設
を設置する予定はないものの、仮に同様の施設を整備するとした場合においても、既存施設の売却益での建設は困難と思われる。したが
って、今後も継続して事業を実施する場合に、同施設の保有が不可欠となる。

○  売却する場合、売却予定時期 ：

国土交通省

9（療護施設）

○  事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

・千葉療護センターは、遷延性意識障害者を収容し、質の高い治療・看護を実施している施設であり、保有する資産に不要なものはない。

 独)自動車事故対策機構

千葉療護センター



法人名 府省名

92 2 施設名 用  途

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

 独)自動車事故対策機構 国土交通省

東北療護センター 9（療護施設）

○  事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

・東北療護センターは、遷延性意識障害者を収容し、質の高い治療・看護を実施している施設であり、保有する資産に不要なものはない。

○  売却する場合、売却予定時期 ：

○  自らの保有が必要不可欠な理由

・常に遷延性意識障害者の治療効果を高めるため高度先進医療機器を整備し、収容患者の治療・看護にあたりつつ、地元大学等研究機関
や他の医療施設との連携し、高度先進医療機器を活用した医療技術やプライマリーナーシングによる看護技術の開発・向上をはかり、そ
の技術を他の医療機関に普及させている。今後も継続して事業を効率的かつ有効に実施する場合に同施設の保有が不可欠となる。

・東北療護センター施設は、病棟２所等から構成されておりどの建物も遷延性意識障害者を常時収容し治療・看護を行うため必要不可欠
である。なお、同施設は病棟の増床等行っているものの最経年施設においても耐用年数に達していない。また所有土地に関しても有効に
使用しており小規模遊休地等も所有していないため売却の予定はない。（観点１・２）

・同療護施設は、運営委託先財団法人に隣接しているものの、それらとの一体処分は委託先法人の経営を圧迫する恐れがあるため、困難
である.（観点３）

・仮に既存施設を売却した場合でも療護施設であるため施設の転用は困難であり、新たに療護施設を設置する予定はないものの、仮に同
様の施設を整備する場合、既存施設の売却益での建設は困難と思われる。よって、今後も継続して事業を実施する場合に同施設の保
有が不可欠となる。



法人名 府省名

92 3 施設名 用  途

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

 独)自動車事故対策機構 国土交通省

岡山療護センター 9（療護施設）

○  事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

・岡山療護センターは、遷延性意識障害者を収容し、質の高い治療・看護を実施している施設であり、保有する資産に不要なものはない。

○  売却する場合、売却予定時期 ：

○  自らの保有が必要不可欠な理由

・常に遷延性意識障害者の治療効果を高めるため高度先進医療機器を整備し、収容患者の治療・看護にあたりつつ、地元大学等研究機関
や他の医療施設との連携し、高度先進医療機器を活用した医療技術やプライマリーナーシングによる看護技術の開発・向上をはかり、そ
の技術を他の医療機関に普及させている。今後も継続して事業を効率的かつ有効に実施する場合に同施設の保有が不可欠となる。

・岡山療護センター施設は、病棟・設備棟等から構成されておりどの建物も遷延性意識障害者を常時収容し治療・看護を行うため必
要不可欠である。なお、同施設は平成６年開業でありその施設については、耐用年数に達していない。また所有土地に関しても有効に使
用しており小規模遊休地等も所有していないため売却の予定はない。（観点１・２）

・同療護施設は単独で設置されており、国又は他の独立行政法人等が保有する資産はなく、それらとの一体処分はできない（観点３）

・仮に既存施設を売却した場合でも療護施設であるため施設の転用は困難であり、新たに療護施設を設置する予定はないものの、仮に同
様の施設を整備する場合、既存施設の売却益での建設は困難と思われる。よって、今後も継続して事業を実施する場合に同施設の保
有が不可欠となる。



法人名 府省名

92 4 施設名 用  途

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

○  事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

・中部療護センターは、遷延性意識障害者を収容し、質の高い治療・看護を実施している施設であり、保有する資産に不要なものはない。

○  売却する場合、売却予定時期 ：

○  自らの保有が必要不可欠な理由

・常に遷延性意識障害者の治療効果を高めるため高度先進医療機器を整備し、収容患者の治療・看護にあたりつつ、地元大学等研究機関
や他の医療施設との連携し、高度先進医療機器を活用した医療技術やプライマリーナーシングによる看護技術の開発・向上をはかり、そ
の技術を他の医療機関に普及させている。今後も継続して事業を効率的かつ有効に実施する場合に同施設の保有が不可欠となる。

・中部療護センター施設は、病棟・その他から構成されておりどの建物も遷延性意識障害者を常時収容し治療・看護を行うため必要不可
欠である。なお、同施設は平成１３年開業でありその施設については、耐用年数に達していない。また所有土地に関しても有効に使用し
ており小規模遊休地等も所有していないため売却の予定はない。（観点１・２）

・同療護施設は、運営委託先財団法人に隣接しているものの、それらとの一体処分は委託先法人の経営を圧迫する恐れがあるため、困難
である。（観点３）

・仮に既存施設を売却した場合でも療護施設であるため施設の転用は困難であり、新たに療護施設を設置する予定はないものの、仮に同
様の施設を整備する場合、既存施設の売却益での建設は困難と思われる。よって、今後も継続して事業を実施する場合に同施設の保
有が不可欠となる。

 独)自動車事故対策機構 国土交通省

中部療護センター 9（療護施設）



再掲載

法人名 府省名

○  金融資産の内訳(18年3月31日時点、B/S価額)

A 合  計 : 8,935 百万円 内  貸付金 : 406 百万円

内  割賦債権 : -               百万円

B 現金及び預金 : 3,916 百万円

C 有価証券 : 1,000 百万円

D 受取手形 : -               百万円 内  貸付金 : -               百万円

E 売掛金 : -               百万円 内  割賦債権 : -               百万円

F 投資有価証券 : 3,613 百万円

G 関係会社① : -               百万円 ･･･ 関係会社株式

H 関係会社② : -               百万円 ･･･ その他の関係会社有価証券

I 長期貸付金① : -               百万円 ･･･ J・K以外の長期貸付金

J 長期貸付金② : -               百万円 ･･･ 役員又は職員に対するもの

K 長期貸付金③ : -               百万円 ･･･ 関係法人に対するもの

L 破綻債権等 : 406 百万円 内  貸付金 : 406 百万円

内  割賦債権 : -               百万円

M 敷金・保証金 : 373 百万円

N 百万円

金 融 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)

国土交通省 独)自動車事故対策機構

 A～Nの各項目については、｢独立行政法人会計基準｣及び｢独立行政法人会計基準注解」（平成17年6月29日改訂）に
 おける次の各項目に対応させるものとする。また、D・Eについて、引当金控除後ベースとする。
  A：B～Lの合計値 / B：「第9 流動資産」(1) / C：同(2) / D：同(3) / E：同(4) F：「第13 投資その他資産」(1)
  G：同(2) / H：同(3) / I：同(4) / J：同(5) / K：同(6) / L：同(7) / M及びN：同(12)

 A～Nの各項目については、｢独立行政法人会計基準｣及び｢独立行政法人会計基準注解」（平成17年6月29日改訂）に
 おける次の各項目に対応させるものとする。また、D・Eについて、引当金控除後ベースとする。
  A：B～Lの合計値 / B：「第9 流動資産」(1) / C：同(2) / D：同(3) / E：同(4) F：「第13 投資その他資産」(1)
  G：同(2) / H：同(3) / I：同(4) / J：同(5) / K：同(6) / L：同(7) / M及びN：同(12)



法人名 府省名

○ 受取手形(D)及び売掛金(E)を生じる事由(事業の概要等)及び民業補完の徹底という観点からの見直しの方向性

○ 不良化している債権(L)の早期処分の方向性

○ 既存貸付金・割賦債権等の売却・証券化に向けた検討の方向性

○ 政策目標に比して過大と考えられる金融資産及び見直しの方向性

金 融 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)

 独)自動車事故対策機構 国土交通省

  該当なし

　該当なし

　該当なし

   交通遺児等への生活資金貸付については、貸付金の請求後１年以上経過したものを破綻債権等に分類しその全額について貸倒引当金を計上している
が、貸付金の返還が実行されていることから、その早期な処分は予定していない。



5.特定事業執行型
（単位：千円）

他の法人
との一体
的実施
（③）

法人内で
の一体的
実施
（③）

理由

一体的実施の可否

  運行管理者等の指導講習業務：人件費621,464 業務経費571,586 総計1,193,050・・・①
  運転者の適性診断業務：人件費1,365,336　業務経費1,114,110　総計2,479,446・・・②
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ①＋②＝3,672,496

可　指導講習を受ける者から各種講習手数料を徴収する。
可　適性診断を受ける者から各種適性診断手数料を徴収する。

独立行政法人　自動車事故対策機構

受益者特定及び対
価収受の可否

受益者負担金
（算定方法、総

計）

一体的に実施する
法人等

内容

  該当なし

受益者負担金－運
営コスト

見直し案

運営コスト
（内訳、総計）

  指導講習及び適性診断の手数料の設定については、一定の期間内において見込まれる指導講習及び適
性診断に係る費用の総額を、対象となる期間の受講者数及び受診者数の推計人数を基に算出し、様々な
角度から受益者負担の割合を勘案し設定している。 （総計　1,610,390)

事務・事業の内容

・自動車運送事業で使用する自動車の運行の安全確保を担当する運行管理者等に安全の確保に必要な管理手法を習
得させること等を目的とした指導講習を実施
・自動車運送事業に従事する運転者を中心に、自動車の運行の安全を確保するため、安全運転にとって必要な事項
について、心理及び生理の両面から各種診断を行い、その結果を基に安全運転に役立つようきめ細やかな助言・指
導を実施。

2,062,106 支出予算額国からの財政支出額

  ＩＴ化等を通じた業務の効率化による経費の削減と受講者・受診者数の拡大等を図るとともに、義務
講習・義務診断の受益者による実費の全額負担を目指しつつ、今中期目標期間における自己収入比率に
ついて、最後の事業年度において５０％以上とする。（１８年度実績は、指導講習業務３８．８％、適
性診断業務４２．８％）

  1,610,390-3,672,496=△2,062,106

3,672,496

受益者特
定（②）

対19年度当初予算増減額 △ 131,859 対19年度当初予算増減額 △ 40,693

  指導講習事業のノウハウを持つ実施主体は存在しないため、他の法人との一体的実施は困難である。
また、適性診断についても、全国規模で実施している法人は他にはなく、他の法人との一体的実施は困
難である。

  自動車事故対策機構各支所（５０支所）

  否

関連する
研究開発
業務を
行ってい
る法人と
の一体的
実施
（④）

  全国の運送事業者（運転者）に対して均一なサービスを実施するため自動車事故対策機構各支所（５
０支所）において、運送事業者の運行管理者及びその運転者に対して指導講習、適性診断を実施

  法令で自動車運送事業者が受講・受診することを義務付けられており、大きな被害をもたらす事業用
自動車の事故を未然に防止するためには、全国に所在する受益者に対して、全国一律、かつ同一水準で
確実に実施される必要がある。ただし、業務量が比較的少ない支所について、業務を近隣の支所や主管
支所と一体的に行うなど業務の集約化を図りつつ、主管支所及び支所ごとの業務実態に対応した要員配
置を行う。

一体的に実施する
法人等

  該当なし

内容

理由

  指導講習事業のノウハウを持つ実施主体は存在しないため、他の法人との一体的な実施は困難であ
る。
また、適性診断についても、全国規模で実施している法人は他にはなく、他の法人との一体的な実施は
困難である。

同様の事務事業を
実施している施設

内容

理由

独立行政法人の整理合理化案様式

事務・事業の名称
運行管理者等の指導講習業務
運転者の適性診断業務

国土交通省

（試験・教育・研修・指導型）

府省名法人名

  指導講習及び適性診断については、適正かつ確実に実施するに足る経理的基礎及び技術的能力を有すること等の要件を満
たし、国土交通大臣の認定を受ければ民間が実施することができることとなっており、既に民間開放は行われている。

官民競争
入札等
（①）

検討

理由

  既に民間開放されている



（試験・教育・研修・指導型）

事務・事業の名称 自動車アセスメント情報提供業務

事務・事業の内容
  国内で市販されている自動車の安全性能（衝突安全性能、ブレーキ性能、歩行者頭部保護性能）及び
チャイルドシートの安全性能について比較試験等による評価を行い、その結果について広く一般に公表
しより安全性の高い自動車の普及をめざす

国からの財政支出額 524,197 支出予算額 533,737

官民競争
入札等
（①）

検討   否　

理由

  自動車アセスメントは、ユーザーの安全性及び自動車の販売に直接影響を与えることから、実施主体
には公正性及び中立性が求められる。加えて、評価項目、評価方法、試験車の選定、総合評価の実施、
公表の実施方法などに関する企画、調整、評価などの、専門性と高度な判断が必要とされることから、
その他の実施主体は考え難く、官民競争入札の対象とすることは困難である。

対19年度当初予算増減額 △ 6,065 対19年度当初予算増減額 △ 5,263

  なし

運営コスト
（内訳、総計）

  人件費65,913　業務経費467,824  総計533,737
  全額国からの運営費交付金で事業を実施している（詳細試験データ提供に関する実費見合いの収入を
除く）。

  受益者は国民一般であるので、受益者を特定できない。

受益者負担金
（算定方法、総

計）

受益者負担金－運
営コスト

  9,540-533,737=△524,197
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）9,540＝詳細試験データ提供に関する実費見合いの収入

見直し案

  該当なし

内容

理由
  他の法人で自動車アセスメント事業を実施している法人はなく、他の法人との一体的実施は困難であ
る。

受益者特
定（②）

受益者特定及び対
価収受の可否

法人内で
の一体的
実施
（③）

同様の事務事業を
実施している施設

理由

他の法人
との一体
的実施
（③）

一体的に実施する
法人等

一体的実施の可否   既に一体的に実施している。

内容

関連する
研究開発
業務を
行ってい
る法人と
の一体的
実施
（④）

一体的に実施する
法人等

  該当なし

内容

理由
  他の法人で自動車アセスメント事業を実施している法人はなく、他の法人との一体的な実施は困難で
ある。



医療・福祉・検査・審査 製造・生産 共済・保険・労務提供等

運営コスト
（内訳、総計）

  人件費188,322  業務経費236,609　介護料支給費3,234,740  総計3,659,671
  １００％国からの運営費交付金（人件費・業務経費）、補助金（介護料支給費）で事業を実施してい
る。

受益者負担金－運
営コスト

  0-3,659,671=△3,659,671

受益者特定及び対
価収受の可否

・受益者特定：可
・対価収受：　否

受益者負担金
（算定方法、総

計）
  なし

見直し案

他の法人
との一体
的実施
（③）

一体的に実施する
法人等

  該当なし

内容

理由

  介護料の支給にあたっては、全国に５０箇所に支所を有し、全ての地域において被害者家族が支援を受けることができる
よう体制が整備されており、療護施設等で得られた最新の重度後遺障害者等に係る情報の提供や在宅介護に関する各種相談
等の精神的支援と一体的に行っているところである。他にこのような業務を行っている法人はなく、仮に他法人へ移管した
としても被害者へのきめ細かな支援は期待できず、他の法人への移管は困難である。

受益者特
定（②）

法人内で
の一体的
実施
（③）

同様の事務事業を
実施している施設

  自動車事故対策機構各支所（５０支所）

一体的実施の可否   否

内容
  自動車事故対策機構各支所（５０支所）において、自動車事故の被害者（重度後遺障害者）の家族に
対して、介護料支給業務を実施

理由

  自動車事故による被害者に対する支援については、経済的支援のみならず、介護料支給者等のいわばセーフティーネット
として安定的な支援を全国的に実施する必要があり、重度後遺障害者等に係る情報提供や家庭相談等の精神的支援を一体的
に行うものであり、長期的な視点に立ち、全ての被害者を視野に入れたきめ細かなサービスを提供するためにはより身近な
ところでの対応が必要となることから、困難である。

事務・事業の名称   介護料支給業務

事業類型

対19年度当初予算増減額 123,225

事務・事業の内容
  交通事故により常時又は随時の介護が必要となる重度の後遺障害を負った方の家族に対して、特に経
済的な負担を軽減するため、障害の程度に応じて介護料を支給。

対19年度当初予算増減額 123,225

国からの財政支出額 3,659,671 支出予算額 3,659,671

官民競争
入札等
（①）

検討   否　

理由

  自動車事故による重度後遺障害者やその家族に対する介護料の支給業務は、介護料支給にあたり、療護施設等で得られた
最新の重度後遺障害者等に係る情報の提供や在宅介護に関する各種相談等の精神的支援と一体的に行っているところである
が、本業務は、長期的な視点に立ち、被害者家族と信頼関係を築きつつ、継続してきめ細かな被害者家族への支援を全国的
に提供していくことが求められており、官民競争入札には馴染まない。

（その他型）



事務・事業について上記措
置を講ずる理由

独立行政法人の整理合理化案様式

法人名 府省名

〈単位：千円）

6.政策金融型

独立行政法人　自動車事故対策機構 国土交通省

  第１期中期目標期間における達成状況を踏まえ、第２期中期目標期間においても、更なる業務の効
率化を図ることにより、コストの削減を図る必要があるため。

  生活資金貸付業務については、人件費、債権回収経費等のコスト要因を分析するとともに、それを
踏まえた業務運営等の見直しにより、更なるコスト削減を図る。

 生活資金貸付業務

事務・事業の内容

事務・事業の名称

・自動車事故の被害者であって生活困窮となっている者に対し、必要な生活資金の全部又は一部の貸
付を実施
　　①交通遺児等貸付  （無利子）
　　②不履行判決等貸付（年３％）
・自動車事故により後遺障害に係る自賠責保険金（共済金）の支払いを受けるべき被害者又は保障金
の支払いを受けるべき被害者であって生活困窮となっている者に対し、保険金（共済金）又は保障金
の支払いを受けるまでの間、一定の範囲で生活資金の無利子貸付を実施

2,196,366

1,110,745

平成18年度新規分
平成18年度末残高（利子補給
については実績額）

国からの財政支出額 574,217 支出予算額

△ 5,497

14,410,695

事務・事業に係る具体的措
置（又は見直しの方向性）

対19年度当初予算増減額 対19年度当初予算増減額

226,002



＜関連法人以外の契約締結先＞　

グリーンホスピタルサプライ(株) 818,895 0 －
医療法人社団誠馨会 796,265 100 －
社会福祉法人恩賜財団済生会支部　岡山県済生会 580,351 100 －

(財)広南会 447,000 100 －

(財)日本自動車研究所 278,512 100 －
特定医療法人　厚生会 233,887 100 －
(株)三菱総合研究所 183,493 100 －
ダイダン(株) 144,900 0 －
上智学院 94,708 100 －
(株)プライムステーション 80,197 61.7 －
（株）アルカタワーズ 60,406 100 －
ＮＥＣリース（株） 59,584 100 －
みずほ情報総研（株） 51,767 100 －
リコーリース（株） 51,012 82.4 －
医療法人財団　織本病院 47,490 100 －
日本ＰＭＩコンサルティング(株) 34,797 100 －
ヨシダ印刷(株) 30,276 91.4 －
 三交不動産（株） 29,486 100 －
(株)電通パブリックリレーションズ 29,475 100 －
 （株）大阪柳屋ビル 27,942 100 －
日本ユニシス（株） 26,765 72.9 －
日立キャピタル(株) 24,675 100 －
(株)メディセオメディカル 24,045 0 －
(株)第一印刷所 20,767 100 －
住信リース(株) 19,554 100 －
（社）神奈川県トラック協会 19,544 100 －
 広島菱重興産（株） 19,488 100 －
（有）茂泉ビルディング 19,345 100 －
(有)メディカルアイズ 18,900 0 －
（株）荒井商店 16,519 100 －
ＪＧＳ（株） 15,973 100 －
（財）九州陸運協会 15,607 100 －
（社）新潟県トラック協会 14,723 100 －
 三菱地所(株) 14,666 100 －
 山形新都心開発㈱ 14,031 100 －
日本電気(株) 13,965 100 －
東京海上日動ファシリティーズ(株) 12,862 100 －
（株）みらい都市総研 12,478 100 －
（株）伊勢甚本社 12,093 100 －
東光電気工事(株) 11,865 0 －
三建設備工業(株) 11,865 54 －
 高崎地区運送事業協同組合 11,730 100 －
明文館器械興業(株) 11,498 0 －
（社）岡山県トラック協会 11,448 100 －
 明治安田ビルマネジメント（株）中部センター 11,403 100 －

明治安田ビルマネジメント（株） 11,382 100 －
東銀リース(株) 11,301 100 －
（株）ピーアイ通信 11,273 100 －

法人名
契約額
（千円）

うち随契割合
（％）

随契・国交省所管
公益法人の場合（人）



＜関連法人以外の契約締結先＞　

法人名
契約額
（千円）

うち随契割合
（％）

随契・国交省所管
公益法人の場合（人）

岩渕薬品(株) 11,235 0 －
 ㈱京都自動車会館 11,061 100 －
（株）福島トヨタビル 10,872 100 －
（社）滋賀県トラック協会 10,665 100 －
（社）山梨県トラック協会 10,263 100 －
 朝日不動産管理㈱ 10,062 100 －
茨城ダイハツ販売(株) 10,017 100 －
ネッツトヨタ東京(株) 9,923 100 －
 萬利実業（株） 9,902 100 －
（社）香川県トラック協会 9,828 100 －
（社）北海道ハイヤー協会 9,696 100 －
（有）湯田不動産管理 9,341 100 －
(株)日通総合研究所 9,251 100 －
東京日産自動車販売(株) 8,987 100 －
(株)日本サーモエナー 8,925 0 －
(株)エバルス 8,852 0 －
東京三菱自動車販売(株) 8,663 100 －
富士フィルムメディカル(株) 8,610 0 －
 (有) フレア企画 8,500 100 －
（株）東急コミュニティー 8,393 100 －
トヨタ東京カローラ(株) 8,244 100 －
芙蓉総合リース(株) 7,749 100 －
(株)関東マツダ 7,680 100 －
(有)ハムステッド 7,665 35.9 －
 沖縄ふそう自動車（株） 7,546 100 －
（株）スミセイビルマネージメント 7,528 100 －
（株）青森県交通会館 7,391 100 －
新潟通信機(株) 7,272 100 －
（株）酒直 7,207 100 －
 静岡県貨物運送協同組合 6,968 100 －
（株）釧根自動車会議所 6,810 100 －
 松江商工会議所　 6,773 100 －
(株)カーク 6,752 0 －
高砂熱学工業(株) 6,615 0 －
（株）千代田組 6,558 100 －
(株)富士通ビジネスシステム 6,405 100 －
（株）小山ビルディング 6,293 100 －
（社）北海道トラック協会 6,275 100 －
フクダ電子岡山販売(株) 6,195 0 －
 富山地方鉄道（株） 6,072 100 －
(株)毎日映画社 5,985 100 －
宮崎交通（株） 5,947 100 －
（社）愛媛県トラック協会 5,727 100 －
 稲葉商事（有） 5,606 100 －
あずさ監査法人 5,565 100 －
(株)シバタインテック 5,303 0 －
(株)ホンダプリモ共立 5,268 100 －
東栄電業(株) 5,093 0 －



＜関連法人以外の契約締結先＞　

法人名
契約額
（千円）

うち随契割合
（％）

随契・国交省所管
公益法人の場合（人）

（社）徳島県トラック協会 4,964 100 －
 高取合資会社 4,879 100 －
(株)スズキ自販南東京 4,851 100 －
（社）高知県トラック協会 4,826 100 －
 鹿児島県住宅供給公社 4,736 100 －
犬飼医療器(株) 4,547 0 －
(株)ホンダカーズ 4,450 100 －
(株)オフィスネット 4,393 100 －
(株)加賀商会 4,305 0 －
岡山オージー販売(株) 4,200 0 －
 秋田県ハイヤー交通共済協同組合 4,140 100 －
東京トヨペット(株) 3,593 0 －
千葉スバル自動車(株) 3,538 100 －
星光ビル管理（株） 3,228 100 －
（社）鳥取県トラック協会 3,213 100 －
(株)ホンダプリモ京葉 3,204 100 －
アインズ(株) 3,114 0 －
エレクタ(株) 2,993 100 －
アロカ(株) 2,980 100 －
(株)クラヤ三星堂 2,877 0 －
(株)キクテック西日本事業所 2,778 0 －
ＡＪＳ(株) 2,730 100 －
(株)トミタモータース 2,725 100 －
ホシザキ中国(株) 2,717 100 －
(株)ホンダプリモ木更津 2,700 100 －
ラドセーフテクニカルサービス(株) 2,678 100 －
福井県森林組合連合会 2,595 100 －
日本ビルサービス(株) 2,528 100 －
(株)セントラルユニ 2,079 100 －
日本興亜損害保険(株) 1,896 100 －
(株)日経リサーチ 1,880 100 －
(株)甲山製作所 1,746 100 －
(株)インターネットイニシアティブ 1,365 100 －
三井不動産（株） 1,162 100 －
(株)ムラヤマ 1,120 100 －
※随意契約を締結している公益法人であって、国土交通省所管の公益法人である場合は、公益法人の
役員として在職している人数を記載する。


